
近年、中山間地域においては、農家の高齢

化・労働力不足、鳥獣害の増加、土地条件が

悪いこと等から耕作放棄地をはじめとした農

地の荒廃化が著しく増大し、集落の維持や国

土保全上で大きな問題となっています。この

ような状況の中で、農地の有効利用、耕作放

棄地問題の解消の手段として放牧が注目され

てきています。放牧は、定置式の牧柵を設置

した広大な牧野や林間地において古くから行

われてきましたが、現在、注目され広がりを

みせている放牧は、こうした定置式の牧柵を

利用するのではなく、設置・撤去が簡易な電

気牧柵を活用した里地放牧です。里地放牧と

は、集落内あるいはその周辺の耕作放棄地・

保全管理地・農用地等で行われる放牧であ

り、従来から行われていた入会放牧や公共放

牧といった山地放牧とは、技術的対応、放牧

の持つ意味合いが異なることから区別されて

います注１）。

農地保全を目的とした放牧で牛は里地に放

牧されますが、この放牧地はすべて畜産農家

所有のものとは限りません。放牧地となり得

る土地の所有者には、畜産とは無縁の耕種農

家や非農家さらには不在地主等も含まれてい

る場合があるのです。すなわち、里地放牧を
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通じて農地保全管理を行うためには、多くの

人々との間で土地の放牧利用の契約が結ば

れ、その契約に基づく農地の集団的管理体制

をつくっていくことが必要不可欠となりま

す。本稿では、全国の中でも耕作放棄地率の

高い中国地方で、肉用牛繁殖経営における放

牧採用率の最も高い島根県大田地方を対象と

し、放牧の実態を確認し、里地放牧を通じた

農地保全管理を円滑に遂行している事例を紹

介します。
注1） 里地放牧の説明および山地放牧との違いに関す

る説明は、千田雅之ほか「中山間地域における

里地放牧推進の課題と経営間の連携による里地

放牧の普及・発展」『農業経営研究』2004.6、第

42巻第１号参照

図１は、島根県内の放牧の推移を放牧場数

と放牧面積について示したものです。

この図によれば、放牧場面積および放牧場

数はともに、一貫して増加していることが分

かります。また、放牧場面積においては、

2000年度から2001年度にかけて著しく増加し

ています。この背景として、電気牧柵の開

発・普及が考えられます。従来の有刺鉄線を

用いた牧柵は、張り巡らせるための作業が非

常に重労働であり、設置費用も高額です。さ

らに、牛を移動させるのに伴い有刺鉄線も移

動させようとすると、設置する際と同様の重

労働と移動費用を伴います。一方、電気牧柵

は、有刺鉄線と比較して設置作業が簡単であ

り、設置費用も安く済みます。移動させるこ

とも容易です。従って、電気牧柵の開発・普

及は、牛の移動に伴う設置が有刺鉄線よりも

容易にかつ低費用ででき、放牧推進に役割を

果たすのです。

表１は、2003年度における島根県内の放牧

面積、放牧実施農家数、放牧頭数を放牧の形

態別に示したものです。

島根県では、転作田利用放牧、水田裏放牧

および耕作放棄田放牧を水田放牧と呼んでい

ます。この表をみると、牧草地利用放牧およ

び林地放牧において、放牧面積、放牧実施戸

数、放牧頭数の値が圧倒的に高いことが分か

ります。また、水田放牧は、放牧実施農家１

戸当たりが実施する放牧面積が、他の放牧形

（図１）島根県の放牧の推移

注）島根県農林水産部畜産振興課提供資料より作成

（表１） 放牧形態別に見た島根県の
放牧実績（2003年度）

注）島根県農林水産部畜産振興課提供資料より作成
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態と比較して非常に小さいことが分かりま

す。

図２は、島根県大田市における放牧の形態

別の面積の推移を示しています。1987年から

1992年にかけて、1997年から2002年にかけて

放牧面積が著しく増加しています。前者の放

牧面積の増加の背景には、一時衰退し激減し

た三瓶牧野の放牧再生にかかわるボランティ

ア活動が積極的に行われたため、入会放牧の

面積が増加したことによります。後者の放牧

面積の背景には、里山放牧・耕作放棄地放牧、

農地放牧の面積が増加したことが大きいので

すが、これは既述したように、電気牧柵の開

発・普及が大きいと思われます。

－島根県大田市の事例－

（１）契約の主体

島根県大田市は、全国の中でも耕作放棄地

率の高い中国地方で、肉用牛繁殖経営におけ

る放牧採用率が最も高い地域です。そして、

富山町は大田市で最も放牧が普及している地

域であり、特に里地放牧は2000年以降、急速

に普及しています。富山町で放牧が盛んな背

景には、和牛改良組合婦人部の活動がありま

す。婦人部では日常的に、空胎防除や子牛の

巡回指導といった活動を行い、部員および、

JA等関係諸機関との交流を積極的に行って

います。

今回紹介する畜産農家（以降、Aさんとす

る）は、この和牛改良組合婦人部のメンバー

です。2004年時点で、Aさんの飼養頭数は18

頭であり、そのうち８頭を放牧に出していま

す。放牧地は９ヵ所あり、放牧面積は9.5ha、

そのうち自作地は２ha、借地は7.5haです。

Aさんは1994年に放牧を20aから開始し、

年々、放牧面積を拡大していきました。さら

に、1997年からは出前放牧を、2000年からは

レンタル放牧を開始しました。

放牧牛を所有するAさんと契約を締結して

いる地権者は、非農家、無畜農家、畜産農家

とさまざまです。Aさんは地権者の特質によ

って、レンタル放牧と出前放牧を使い分けて

おり、後述するように、放牧を通じた農地保

全管理を低費用で行っていくことにつながっ

ています。

他方、Aさんがかかわっている放牧を通じ

た農地保全管理の主な支援主体は、JA、国、

県、市役所です。JAは、Aさんが所属する和

牛改良組合婦人部が行う空胎防除や子牛の巡

回指導の活動に一緒に参加し、各農家に対し

て、放牧を行う際に必要となる資材の調達・

（図２） 大田市の放牧の形態別に見た
放牧面積の推移

注）大田市役所、島根県農林水産部畜産振興課提供資料より作成
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設置方法の指導、放牧牛の飼養管理の指導な

どを日常的に行っています。国、県および市

による支援は、制度の整備です。

（２）里地放牧を円滑に遂行するための工夫

Aさんは、地権者から土地を借り入れて放

牧をする際に、以下の３つの工夫によって、

放牧を通じた農地保全管理を円滑に行ってい

くことに成功しています。

相手からの依頼を待つ

Aさんは、土地を借りて放牧しようとする

場合、放牧候補地が見つかっても、自ら地権

者に対して牛を放牧させてほしいとはいいま

せん。相手の地権者からの依頼を受けてから

土地を借りる契約を結び、放牧を開始してい

ます。このような放牧地を借りる際の畜産農

家の行動は、Aさんだけでなく、土地を借り

て放牧を行っている富山町の畜産農家に共通

してみられる行動です。地権者からの依頼を

受けてから放牧を開始することを通じて、A

さんをはじめ富山町の畜産農家は、放牧地の

探索費用や地権者を説得する費用を節約する

ことに成功しています。

この行動の背景には、以下の２点が考えら

れます。第１に、放牧の重要性を地域住民が

理解してきていることが大きくかかわってい

ます。中山間地域では耕作放棄地が非常に多

く存在し、農家の生産基盤だけでなく地域住

民の生活基盤までも衰退させる恐れがありま

す。過疎・高齢化が進行する中山間地域では

できるだけ、労働粗放的、資本節約的な手段

で生産環境や住環境を維持していくことが必

要となっています。このような観点から、畜

産農家以外の地域住民も、放牧の意義を理解

するようになってきており、地権者が自ら畜

産農家に依頼するという行動をとるのです。

実際に、一度耕作放棄地となった農地を人間

が草刈り等を通じて整備をしていくことは、

金銭的にも時間的にも大きな負担がかかりま

す。

第２に、Aさんは地権者との間で日常的な

付き合いがあり、互いのことをよく理解して

います。日常的な付き合いの中で、放牧や農

地に関する情報交換を行っており、Aさんと

地権者との間のコミュニケーションがうまく

いっているのです。

なお、大田市でも地権者からの依頼がない

地域も存在します。畜産農家が放牧をしたく

ても、農地の貸し手が見つからないといった

ケースであり、個人レベルで農地の貸し手を

見つけることは困難な場合が多いです。この

場合、放牧ネットワークや、放牧農地確保円

滑化事業といった公的な制度の利用を通じ、

公的機関が畜産農家と地権者の仲介をするこ

とによって、放牧地の探索費用や地権者を説

得する費用を節約することが可能となってい

ます。

出前放牧とレンタル放牧の使い分け

Aさんは地権者の特質によって、レンタル

放牧と出前放牧を使い分けています。既述し

たように、出前放牧は、畜産農家が地権者の

土地に牛だけでなく放牧にかかわる諸資材を

すべて貸し出す形態です。他方、レンタル放

牧は、畜産農家が地権者の土地に放牧に慣れ
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た牛だけを貸し出す形態です。

Aさんは、地権者が畜産農家である場合に

は、レンタル放牧を採用し、地権者が非農家、

無畜農家である場合には、出前放牧を採用し

ています。Aさんが２つの放牧形態を使い分

けていることによって、地権者の負担の削減

やAさんや地権者との関係を有効に維持する

といったメリットが生じ、結果として里地放

牧が円滑に遂行されることに成功しています。

具体的には、地権者が非農家、無畜農家で

ある場合、彼らは放牧を通じて行われる飼養

管理に関するさまざまな知識や技術を有して

いないことが多いようです。従って、出前放

牧を採用する場合、飼養管理や農地管理はA

さんが行い、それに伴う費用はAさんが負担

します。

他方、地権者が畜産農家である場合、彼ら

は放牧を通じて行われる飼養管理に関するさ

まざまな知識や技術を有しています。従って、

レンタル放牧を採用する場合、飼養管理や農

地管理は基本的に地権者が行い、それに伴う

費用は地権者が負担します。Aさんが飼養管

理に関してすべての権限を地権者に委譲する

ことによって、牛の飼養管理を任された畜産

農家は、さまざまな諸費用を負担しなければ

ならないものの、放牧に必要な飼養管理技術

を取得することができます。このことは、畜

産農家の増頭を可能とし、さらに、地権者で

あった畜産農家が、今度は自分が放牧を推進

する主体へと転換していくことを可能とし、

放牧に伴う費用を負担しても上回る便益が、

地権者である畜産農家に発生していると考え

ることができます。

Aさんが、出前放牧とレンタル放牧を使い

分けることによって、放牧に伴う意思決定の

配分や、役割分担が適切になされており、畜

産農家と地権者との間で一定のルールができ

ているのです。

積極的な情報収集

地権者から土地を借り、放牧を広範囲にわ

たって行っていく場合、多くの資金を必要と

します。通常、地権者から土地を借りる場合、

借り手である畜産農家は地代を地権者に対し

て支払わなければなりません。しかし、Aさ

んをはじめ大田管内で、地権者から土地を借

りて放牧をしている畜産農家は、地権者に対

して地代を支払っていません。また、レンタ

ル放牧で地権者がAさんに代わって飼養管理

する場合もAさんは管理費を支払っていませ

ん。逆に、Aさんら放牧牛を所有する畜産農

家が、地権者から牛の賃貸料を徴収すること

もありません。地代に関しては、既述した放

牧を支援する制度を利用して、地代として地

権者に支払われている場合が多いようです。

Aさんは使える制度はフルに利用し資金支援

をできる限り受けています。そのため、日ご

ろから自ら関係機関に出向いて行き、積極的

に情報収集を行ったり、放牧に対する理解を

求めています。

最後に、里地放牧を通じた農地保全管理に



No.200

6

関する課題を考察します。具体的には、畜産

農家と地権者を仲介する機関の充実と利用で

す。

既述したように現在、Aさんは放牧するた

めの土地を借りる際に、同じ集落の地権者か

ら直接依頼を受けてから放牧を開始してお

り、放牧地の探索費用や地権者を説得する費

用を節約することに成功しています。この場

合、放牧地の賃貸借は、個人（畜産農家）対

個人（地権者）の直接取引となります。

しかし、今後、放牧を推進していく際、他

の集落や不在地主の土地が放牧候補地となり

えます。また現在のように、Aさんが放牧し

ようとする時期に、今後も地権者からの「牛

を土地に放してほしい」といった依頼が常に

あるとも限りません。逆に、地権者が土地を

貸したい時期に、適当な放牧牛が見つかると

も限りません。

このような現状を考慮し調整費用をできる

限り節約するためには、放牧する土地の賃貸

借に関して、JAや普及センター等関係諸機

関は畜産農家と地権者を仲介する機能をより

一層充実させ、他方、畜産農家と地権者は仲

介機関を積極的に利用していくことが望まれ

ます。
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私は、昭和56年に（社）長崎県家畜改良協

会へ就職し、その後14年間、主に和牛登録、

改良事業に従事しましたが、この間はほとん

どといっていいほど肉用牛繁殖農家の経営実

態を知る機会がありませんでした。しかし、

平成７年に（社）長崎県畜産会（現長崎県畜

産協会）に再就職し、その後の10年間、畜産

コンサルタントとしていろいろな繁殖経営を

分析、指導してきました。その中で、平成９

年から継続的に経営診断指導を続けている中

から、莫大な負債から脱却しつつある事例を

紹介します。

今回紹介する肉用牛繁殖農家はバレイショ

（540ａ）と米（70ａ）の複合経営で、現在は、

成雌牛39頭を飼養しています。

平成17年度に実施した経営診断結果では、

34頭の子牛を販売し、その収入が1720万9920

円（販売子牛１頭当たり50万6174円）、生産

原価は920万3933円（同27万0704円）、所得は

901万2150円（同26万5063円）、所得率52.4%

という大変すばらしい成績が上がっていま

す。

しかし、ここまでの道のりは並大抵なもの

ではありませんでした。このような立派な経

営成果を上げるまでの過程について、記述し

ます。

私が初めてこの農家に出会ったのは平成９

年で、畜産特別資金を借り入れた農家の経営

指導ということで農協から依頼があって出向

きました。

この時は、成雌牛を29頭飼養し、バレイシ

ョ主体の複合経営を営んでおり、大きな負債

を抱えた経営でした。その負債を抱えた要因

としては、バレイショとの労力の競合の影響

もあり、繁殖成績が振るわず、子牛の事故も

多く、よって、子牛の出荷率が低く、さらに

はバレイショの作付けの関係で飼料畑も成雌

牛１頭当たり４ａの面積しか確保できない状

態であったことです。

ただ、この負債は本人一代でできたもので

はなく、元をただせば、父の代で肥育経営を
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始め、経営がうまくいかず、繁殖経営に転換

しても同様で、借金を背負ったと聞いていま

す。

この時の負債を数字で表すと、成雌牛１頭

当たり約170万円というとてつもない負債を

抱えた内容であり、どんなに頑張っても、所

得は当然のことながら赤字で、この経営を立

て直すことは至難の業であると感じたのは私

だけではなかったと思います。

この農家はバレイショ主体の複合経営から

肉用牛繁殖専業経営を目指すため、成雌牛50

頭まで規模を拡大するという強い信念を持っ

ていました。

この考えは間違いではないのですが、その

当時の経営状態では、規模拡大を行うことで

借金が拡大してしまう可能性が高いので、今

の規模を縮小し、経営を立て直してから出直

しても遅くはないと説得しましたが、経営主

は全く聞く耳を持ちませんでした。

通常であれば、頭数を減らせという指導は

畜産振興の意味からも逆行しており、この農

家を取り巻く関係機関からも頭数を減らすと

いう考えには同調してもらえませんでした。

しかし、莫大な負債を抱え、購買未払金や営

農借越金も限度額いっぱい借りており、飼料

基盤も持たない状況においては、十分な飼料

を与えることができず、牛の栄養状態も最悪

でした。

このような劣悪な環境の中で無理に規模拡

大をしても、とても経営再建はできないと判

断し、経営診断結果からの助言指導としては、

飼養頭数規模縮小という結論に達したので

す。

私がこの農家に出会う１年前の平成８年に

は、農協の指導によって、購買未払金、営農

借越等を負債整理資金に借り換え、経営の建

て直しが図られました。

しかし、飼養規模縮小という畜産協会の指

導に従わず、その後も規模を拡大し、平成15

年には成雌牛45頭となりましたが、案の定、

借り換え等の対策も実らず、負債総額は約

4000万円と増えるだけで、いっこうに減る気

配はありませんでした。

これでは生活費どころか、元金を返すのが

やっとという状態で、もし現金が必要になっ

たときには成雌牛を売るという方法をとるし

かありません。

経営主には、この手っ取り早く現金収入を

得る手段として牛を飼養するという考えがあ

ったため、なかなか飼養規模を縮小すること

ができず、経営再建の道は厳しいものがあり

ました。

この農家ではバレイショの収入で何とか

やりくりをして生活を維持してきていまし

たが、バレイショも相場に左右される作目

であり、平成15年にはこの相場の暴落によ
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り生活費も捻出できない状態になって、や

っと本人も現実を直視できるようになった

のか、これまで根気強く畜産協会が指導し

てきたことをやっと理解し、50頭という目

標を一時断念し、平成15年末には36頭まで

飼養規模を縮小して、経営の建て直しの道

を歩み始めました。

この間、一貫して根気強く指導してきた内

容は、 飼養環境を整える、 分娩間隔を短

縮するために、繁殖成績不良牛を淘汰（とう

た）する、 バレイショとの労働力競合を避

けるため、バレイショと肉用牛のバランスを

保てる規模にする、 確保可能な粗飼料量に

見合う頭数まで規模を縮小する、 飼料畑の

面積を補うために、ニンジン葉等の農場残さ

や稲ワラの確保に努力すること等でありまし

た。特に に関しては強調しました。

さらに、上記 の具体的な指導内容を述

べると、牛舎は、以前、肥育牛舎として利用

していたため、床はコンクリート打ちっぱな

しで、敷料もなく、老朽化している上に、光

が入らない薄暗い環境であり、アンモニア臭

が漂い、成雌牛にとっても、育成子牛にとっ

ても劣悪な環境でした。

よって、管理観察が容易となるように、既

存牛舎の有効活用（壁をなくし、採光や風通

しを良くする）と運動場付きの簡易な牛舎を

建てるよう平成14年に指導しました。

これにより、飼養密度が薄くなったことで

ステージごとの群分け管理ができ、記録記帳

に基づく分娩後の発情再起の把握と再発情の

チェックが可能となりました。

また、受胎率の低い牛は早めの淘汰更新を

行い、更新用の牛は子牛で導入するのではな

く、極力妊娠牛を導入するよう指導しました。

これにより、分娩間隔が短縮され、子牛の出

荷率も向上することとなりました。また、経

営診断分析の中で、分娩間隔延長と死・流産、

子牛事故による損失負担額を数字で示し、納

得するまで十分説明し、理解させました。具

体的には、図「収益性の要因検討図」の通り

です。

この農家が以上のような指導内容を実践し

たことにより、成雌牛は飼料充足率を満たす

ことになり、適確な管理観察を行うことで繁

殖成績や子牛事故および育成成績が改善でき

るということ、その結果が経営の安定と向上

に寄与することを認識してくれました。

また、毎年経営診断を受診したことで、

「経営の推移」（表）を把握することができ、

数値により経営成果や管理技術面で繁殖成績

が向上すること等を確認することができまし

た。よって、子牛の育成技術が高まり、子牛

の出荷頭数も増え、経営面においても、子牛

相場の高値にも助けられ、所得も大きく向上

していきました。
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畜産協会が行ってきた経営診断指導の中で

は、畜産振興の意味もあって、一般的には頭

数を減らすような指導はなかなかできません

でしたが、この事例のように、思い切って頭

数を減らす指導も必要であることを痛感しま

した。

近年、補助事業や融資により牛舎を建て、

規模拡大を行う農家が多くみられますが、す

べてが順調な経営を行っているとはいいがた

い状況です。逆に負債を抱えてやめるにやめ

られないといった経営も散見されます。また、

ほとんどの繁殖経営は純利益がマイナスであ

り、所得が黒字であったとしても、元金償還

額控除所得では赤字となる事例が多いのが現

状です。借金を返すために牛を飼っており、

生活費を稼ぐために、農外へ収入を求める、

そうすると管理不足になり、繁殖成績が落ち

る、この悪循環が肉用牛繁殖経営農家の減少

につながっている一因ではないだろうかと考

えます。

これまでの経験で学んだことから、繁殖経

営の指導のポイントとしては、次のようなこ

とが挙げられます。

家族労働力、自給飼料作付面積に見合

（図）収益性の要因検討図
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った規模を設定する（牛を生活の柱にす

るのかどうかしっかり決める）

繁殖モト牛の導入は計画的に行うこと

（急激な増頭は一度に多額の償還を伴う）

子牛出荷率（子牛販売頭数／成雌牛常

時頭数×100）が80%を下らないこと

（妊娠牛の活用も一つの方法）

過大な投資は避け、無理、無駄のない

経営を行う

生産コストの意識を常に持つ（記録、

記帳とコスト分析）

長崎県は、平成17年４月１日現在、肉用牛

飼養戸数は4590戸（うち繁殖経営が4140戸、

肥育経営が4 8 1

戸）、飼養頭数は

８万9300頭（う

ち繁殖牛２万

8400頭、肥育牛

４万6800頭）と

いわゆる繁殖地

帯ですが、最近

は肥育頭数が増

え、地域内一貫

が徐々に進みつ

つあります。ま

た、この数年、

飼養頭数は増加

あるいは維持さ

れていますが、戸数は確実に減少してきてお

り、10年前と比べると、約半数となっていま

す。この真の原因がどこにあるのか、どうす

れば歯止めがかかるのか、この答えが今回の

事例の中に隠されていると感じています。

以上、今回紹介した経営の指導内容を読ま

れた指導者あるいは農家の経営再建の一助に

なれば幸いです。私自身もこの体験を今後の

業務に生かすとともに、魅力的な（自然に後

継者が育つような）肉用牛繁殖農家が増える

ような指導ができるよう努力していきたいと

思っています。

（表）経営の推移
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平成17年度の全国優良畜産経営管理技術発

表会で農林水産大臣賞を受賞した秋田県由利

本荘市の柴田輝男、誠子さんの酪農経営を紹

介します。

柴田さんは昭和40年、現在地で父親のほか

５人により農事組合法人として経営を開始し

ました。その後、個別経営に移行し昭和47年、

柴田さんの結婚を契機に父から本人へ経営を

移譲され、経産牛８頭、未経産牛７頭の酪農

と稲作との複合経営でスタートしました。平

成12年からは酪農を専業化、平成15年の後継

者（二女）の就農、平成17年には後継者の夫

の経営参画を経て、現在は経産牛60頭、育

成・未経産牛30頭を飼養しています。

柴田さんの事例のある由利本荘市は、平成

17年３月に１市７町村の合併によりできた新

しい市です。秋田県の西南部に位置し、県都

秋田市から20～60km圏内にあります。南に

秀麗鳥海山、東に出羽丘陵を背し、中央を一

級河川子吉川が貫流して日本海に注いでいま

す。面積は1209km2で県内一、人口は９万

1000人の地方都市です。

県内でも比較的温暖な地域ですが、海岸部

と山間部では気象条件が異なり、とくに冬期

における積雪量に大きな差がみられます。

農業・畜産の概況をみますと、農業産出額

が204億円（米71.2％、畜産11.5％、野菜

10.7％ほか）、畜産農家戸数が680戸、畜産産

出額が23億1000万円（肉用牛56.7％、乳用牛

9.1％ほか）となっています。肉用牛は「由

利牛」の産地として繁殖が盛んで、県内最大

の家畜市場を有しています。酪農は鳥海山麓

を中心にホルスタイン種のほか、ジャージー

種が飼養されており、古くは集約酪農地域指

定を受けた地域でもあります。

（１）自給飼料生産基盤に立脚した生産管理

技術の確立

柴田さんは、酪農経営にかかる主要な技術

項目について、いずれも県の経営指標を上回

る実績を収めており、過去との時系列の比較
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でも高位安定した成績がみられます。それを

支える要因の１つとして、計画的な更新によ

る草地基盤整備と、たい肥の効率的草地還元

による肥培管理があげられます。

生産したたい肥については、砂丘地という

地域の特性から、いちじくやアスパラ生産農

家からの需要が多く、全体の６割を耕種農家

へ販売しています。草地には自家生産したた

い肥と土壌改良資材を投入し、土壌分析を行

いながら地力向上に努め、安定した収量を確

保しています。

このように良質な粗飼料の十分な確保を経

営の核とし、飼料自給率の向上による購入飼

料費の低減を実現し、高い収益性を維持して

います。

（２）高泌乳牛群整備と責任ある生産活動へ

の取り組み

秋田県では、家畜防疫・生産振興・消費者

への責任という観点に立ち、平成11年度から

家畜個体識別モデル事業に取り組み、牛群検

定事業と連携した形で個体管理を全国に先駆

けて実施しました。この取り組みは、牛の個

体情報を流通・消費段階まで正確に伝達させ

ることはもとより、乳牛の形質改良と能力向

上を図るという役割を果たしています。

柴田さんは、県内においてもこのモデル事

業の耳標の装着にいち早く取り組み、現在ま

で牛群検定成績等の分析結果をもとに泌乳能

力の高い牛群整備を行っています。また、Ｅ

Ｔ技術を活用した付加価値生産にも率先して

取り組んでいます。

このように積極的な牛の改良で、昭和50年

２月に兵庫県淡路島で開催された第６回全日

本ホルスタイン共進会から６回連続出品を果

たしており、これを自分がこれまで取り組ん

できたことの成果を確認する機会ととらえ、

さらなる改良に向け努力しています。

現在、経営主の輝男さんは、県の生産者団

体である秋田県酪農連盟の会長や、広域合併

ＪＡの酪農部会長を務めるなど、県内酪農家

のリーダーとして活動しています。責任ある

生産活動が消費者に対する責任を果たすと考

え、牛群検定事業への加入を積極的に働きか

けています。現在の秋田県の加入率は50％で

管理の行き届いた牛舎 たい肥舎
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あり、これは都府県平均を超えていますが、

目標は全戸加入です。また、肉用として出荷

する子牛の履歴を記録するために、日本ホル

スタイン登録協会秋田県支部に働きかけ、出

生確認証明書を出荷時に添付するようにしま

した。これは他県でも近々採用される予定で

す。

（１）家畜個体識別モデル事業への取り組み

家畜防疫・生産振興・消費者への責任とい

う観点に立ち、平成11年度から家畜個体識別

モデル事業に取り組み、牛群検定事業と連携

させた形での個体管理を全国に先駆けて実施

しました。

（２）全日本ホルスタイン共進会への連続出品

前述したように家畜改良による泌乳能力の

高い牛群の整備に取り組んでおり、その一環

として昭和50年２月に開催の第６回から、６

回連続の全共出品を果たし表彰を受けていま

す。

（３）障害者雇用の受け入れ

昭和57年から県心身障害者総合援護施設か

らの障害者雇用受け入れを開始しました。以

降、常時雇用として受け入れ、障害者の働く

場を積極的に提供しています。

（４）体験学習・消費者交流の開催

昭和60年から主に地元の園児、小中学生を

対象とした体験学習等の受け入れを開始しま

した。また、平成元年からは「菜の花まつり」

と題した消費者交流会を開催しています。

（１）耕種農家へのたい肥販売による耕畜連携

柴田さんの経営がある地域は、日本海に面

しており、砂丘地という地域特性から、畑作

農家、とくにいちじくやアスパラ生産農家か

らのたい肥需要が多くなっています。柴田さ

んは、こうした耕種農家のニーズに応えるべ

く、十分な副資材の投入と切り返しにより、

良質たい肥の生産に努め、購入者の希望先ま

で運搬しています。

今後、耕種農家の高齢化が進むにつれ、た

い肥の散布までを考慮する必要があります。

現状では労働力の問題等により対応は困難で

すが、地域の取り組みとして捉えＪＡ等指導

機関や行政と検討を重ねながら、できる限り

地域の耕種農家とともに経営が発展できるよ

う努力していきたいと考えています。

（２）体験学習・消費者交流会の実施

柴田さんは、昭和60年から主に地域の保育

園児や小中学生を対象に、体験学習等の受け

入れを行っています。家畜や自然にじかに触

れ、搾乳などの農場作業体験を通して、子ど

もたちが食と農への関心を深めてもらえれば

との思いから、牧場を開放しています。

また、平成元年からは、毎年４月下旬から

５月上旬の菜の花が咲くころに、菜の花まつ

りと題して牧場を開放し、消費者等との交流

に努めています。平成17年に開催した交流会
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では、津軽三味線奏者を招いて演奏を披露し、

また、200人を超える参加者を牧場で搾った

牛乳や地元産の牛肉を使った焼肉、手作りの

ビーフシチューでもてなしました。酪農以外

の仲間とも連携を図りながら、県産畜産物の

ＰＲに努めるとともに、地域を越えた交流や

仲間づくりに取り組んでいます。

（３）研修生・障害者雇用の受け入れ

柴田さんは、昭和57年から、県の心身障害

者総合支援施設からの雇用受け入れを開始

し、入所者の自立訓練・社会参加の実現へ向

けた支援を積極的に行っています。昭和60年

に年間９人受け入れたのを皮切りに、昭和62

年から平成８年までの10年間は常時４人、平

成９年から現在まで、２人を牧場の一員とし

て経営に受け入れてきました。

また、経営主自身が北海道の牧場で研修生

として積んだ経験から、昭和47年に経営移譲

を受けてから現在まで、県内外の高校、大学

等からの研修生受け入れを積極的に行い、次

代を担う後継者および新規就農者の確保・育

成に努めています。

（１）経営改善へ向けた取り組み

今後も計画的な更新による草地基盤整備

と、たい肥の効率的な草地還元による肥培管

理により、良質な粗飼料を生産・確保し、飼

料自給率の向上に努めたいと考えています。

また、優良な自家育成牛の確保と、牛群検

定成績を活用した経産牛の計画的更新を進

め、泌乳能力の高い牛群を整備することによ

り、経営基盤の安定を図るとともに、ＥＴ技

術等を活用した付加価値生産にも率先して取

り組んでいく予定です。

（２）消費者等に対する責任

柴田さんは、県産畜産物の安全性と生産現

場の取り組みについて、消費者から広く理解

を得るためには、県内すべての酪農家が消費

者等に対して責任を果たすという共通の意識

を持ち、かつ努力すべきであると考えていま

す。このことから、牛群検定事業への加入に

よる個体管理を推進し、全戸加入を目標に取

り組んでいく計画です。また、消費者等との

交流を継続し、地域を越えた仲間づくりを目

指しています。

（３）家族の結びつきと地域社会への貢献

家族経営協定の締結や後継者の就農を経

て、今後も家族全員で話し合い、協力し、ひ

とつになって経営改善に取り組むとともに、

経営を取り巻く地域との関わりを大切にし、

耕種農家との連携をはじめ、体験学習や研修

生・障害者雇用の受け入れを継続し、地域社

会に積極的に貢献していきたいと考えていま

す。
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熊本県菊池郡大津町で約1000頭の肉豚と繁殖豚を飼育している飯田尚光さん（28歳）が、平

成17年度熊本県農業コンクール大会の創意開発部門に出品したアイデアを紹介します。

これまで一般的に豚の移動作業は、開きドア式の運搬機をフォークリフトやボブキャットに

つけて作業を行っていましたが、安全性や操作性等に問題がありました。

さらに、運搬機のドアを開ける際、作業スペースが広くなってしまうことに加え、豚は警戒

心が強く、１頭を運搬機の中に入れ、その次の豚を入れようとすると、最初に入れた豚が運搬

機の中から出てしまうこともあり、作業効率が上がりませんでした。

①運搬機をホイルローダに接続しました

（写真１）。

②運搬機の開ドアの部分を簡単、かつ省

スペースで、畜舎構造に関係なく使用

できるようにするため、左右スライド

式に改良しました（写真２）。

③ドアのロックと解除の部分を芯棒から

ロック、解除が簡単にできるようにマ

ジックキーを採用しました（写真２）。

④ドアの開閉の際に、安全性を考慮し、

取っ手を左右の扉の上に設置しました

（写真２）。

なお、改良にかかった費用は２万円です。

（写真１）運搬機をホイルローダに接続
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①ホイルローダを使用することで、移動時の

小回りや微調整がスムーズにできるように

なりました。

②左右式スライドに改良したことで、畜舎の

構造を選ばず、豚の積み込みも楽になり、

開閉の負担が大幅に軽減されました。また、

畜舎間の移動に加え、肉豚出荷時のトラッ

クヘの積込作業も大幅に効率化されまし

た。

③取っ手を設置したことで、開閉作業による事故がなくなりました。

④作業時間が大幅に短縮されたことで、交配作業や妊娠鑑定などの飼養管理が行き届くように

なりました。

（写真２）改良した運搬機

（写真３）豚を移動するために豚舎へ

（写真４）豚を移動中


